
附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
損損失の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 18¶310¶254¶623 19¶660¶241 ` 18¶329¶914¶864 5¶033¶352¶517 747¶422¶153 22¶394¶641 ` 12¶615¶141 13¶274¶167¶706

構 築 物 1¶406¶141¶373 33¶863¶924 ` 1¶440¶005¶297 597¶851¶626 86¶231¶741 715¶163 ` 356¶136 841¶438¶508

機 械 装 置 26¶045¶755 ` ` 26¶045¶755 1¶879¶916 1¶735¶308 ` ` ` 24¶165¶839

工具、器具及び
備品

889¶015¶636 ` 4¶830¶001 884¶185¶635 522¶766¶837 113¶367¶139 ` ` ` 361¶418¶798

図 書 1¶681¶221 ` ` 1¶681¶221 ` ` ` ` ` 1¶681¶221

船 舶 16¶410¶001 ` ` 16¶410¶001 12¶111¶816 1¶081¶824 ` ` ` 4¶298¶185

車 両 運 搬 具 39¶881¶638 ` ` 39¶881¶638 25¶014¶923 4¶763¶844 ` ` ` 14¶866¶715

計 20¶689¶430¶247 53¶524¶165 4¶830¶001 20¶738¶124¶411 6¶192¶977¶635 954¶602¶009 23¶109¶804 ` 12¶971¶277 14¶522¶036¶972

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産以外）

建 物 10¶633¶908¶582 319¶162¶513 630¶176¶768 10¶322¶894¶327 2¶107¶318¶729 540¶492¶088 ` ` ` 8¶215¶575¶598

構 築 物 397¶406¶610 56¶607¶467 ` 454¶014¶077 114¶181¶404 32¶937¶620 421¶577 ` 421¶577 339¶411¶096

工具、器具及び
備品

13¶910¶554¶537 1¶021¶271¶634 76¶163¶579 14¶855¶662¶592 9¶231¶318¶872 2¶078¶898¶248 ` ` ` 5¶624¶343¶720

図 書 2¶213¶675¶036 32¶552¶707 13¶540¶752 2¶232¶686¶991 3¶781¶026 394¶175 ` ` ` 2¶228¶905¶965

船 舶 6¶393¶390 ` ` 6¶393¶390 4¶260¶971 947¶880 ` ` ` 2¶132¶419

車 両 運 搬 具 21¶630¶242 ` ` 21¶630¶242 19¶971¶524 921¶506 ` ` ` 1¶658¶718

計 27¶183¶568¶397 1¶429¶594¶321 719¶881¶099 27¶893¶281¶619 11¶480¶832¶526 2¶654¶591¶517 421¶577 ` 421¶577 16¶412¶027¶516
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（資産除去債務）

\ 資産除去債務の概要

石綿障害予防規則等の規定に基づく建物のアスベスト除去義務、ダイオキシン類対策特別措置

法の規定に基づく焼却炉のダイオキシン除去義務及び土地の賃貸借契約等に伴う原状回復義務で

あります。

] 資産除却債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から10年～47年と見積もり、割引率は、1•347％～2•293％を使用して資産

除去債務の金額を計算しております。

^ 当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高~ 33¶856¶293円

有形固定資産の取得に伴う増加額 `円

時の経過による調整額 670¶523円

資産除去債務の履行による減少額 `円

その他増減額（�は減少） `円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 34¶526¶816円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

~ 当事業年度より「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」（国立大学法人会

計基準等検討会議平成23年１月14日改訂））及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会

計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会平成23年２月15日最終改訂）

に基づき、資産除去債務に係る会計処理を適用したことによる期首時点における残高であります。

（賃貸等不動産関係）

当法人は、木花キャンパス等において賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額

に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（重要な後発事項）

該当事項はありません。
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